平成23年3月議会　賛成討論　　　　　　　　　　　　　公明党豊橋市議団　伊藤秀昭

私は、公明党豊橋市議団を代表し、ただいま上程されております「議案第１号平成23年度豊橋市一般会計予算」を初めとする全議案に対し、賛成の立場で討論いたします。
　討論に先立ち、何よりもこのたびの東日本大震災で亡くなられました皆様を初め、被害にあわれました皆様に心から、お見舞い申し上げます。と共に一日も早く復興されますよう、ご祈念いたします。
　また「一国の王とならむよりも、１人の人を救済するは大なる事業なり」とは東北が生んだ青年詩人・石川啄木の叫びでありました。わが身をなげうって救援・支援に尽力くださっているすべての皆様方のご労苦に心から敬意を表するものであります。
大地震から２週間も経つというのに、いまだ被害の全容がわかってきません。それほど未曾有の事態が日本列島の半分を覆っています。しかし、その被災地で子どもたちから、お年寄りまでがたくましく立ち上がろうとしています。災害に遭っても、「心の財」だけは絶対に崩せません。

幾たびとなく焦土の中から蘇り、誇るべき国土と国民を育んできた驚嘆の歴史。日本人には、世界に誇る高いモラルと、勤勉と、忍耐がある。もちろん、技術も経済力もある。失われた命は戻らないけれど、その死にも、国を復興させる意味と力があるに違いないと私は思います。もっともっと美しい日本と、強い経済と、そして災害に負けない暮らしを作りあげる事こそが、政治に携わる人間の最大の役目だと改めて命に刻むのです。その意味で3・11大震災は「戦後」社会に区切りをつけ、新たな文明の歴史を刻む転換点「大震災後」になるのかもしれません。
さて、「議案第一号　平成２３年度豊橋市一般会計予算」を初めとする全議案は、「輝き支えあう水と緑のまち・豊橋」を目指すまちの姿とする「第五次総合計画」の第一歩を踏み出すための重要な予算であり、関連条例であります。
　そして、それはまた、一昨年秋に誕生した佐原市長が、来年秋の任期満了に向けて、市民との約束をどのように実現しようとしておられるのかが問われる予算でもあります。

予算は、市長の考え方や政策が正直に反映されたものであり、豊橋市の行政の設計書ともいうべきものであります。いいかえれば、予算編成で最重要なことは、限られた財源の中で、市長はいかに、公約を実現し、基本構想を具体化していくかという作業であり、その可否を審議する議会もその角度から理解し、批判しあうような体制でなければならないと考えます。その意味で28日間の議会審議のときどきに、もっともっと市長自らが議論に参加すべきでないかと私は思います。豊橋市政は佐原市政であり、予算案は佐原予算です。市長自らが、その政策遂行にあたって自らの言葉で市民に語るべきでないかと思っています。
平成20年11月の市長選での佐原市長の市民との約束は「選挙公報」に明確であります。「Ⅰ、東三河政令市実現へ向けた約束」、「Ⅱ、希望ある豊橋へ」、「Ⅲ、たくましい豊橋へ」、「Ⅳ、誇りある豊橋へ」、「Ⅴ、新たな行政へ」という5つの柱のもとに、15の項目が並んでいます。そのうちの幾つかと、新年度予算案との関係で述べさせていただきます。
最初の柱である「Ⅰ、東三河政令市実現へ向けた約束」であります。今までの歩みでは「東三河政令市実現に向けた連携事業の強化」に取り組みの真最中の段階かと思います。
現在、統一地方選を前に既成政党に飽き足らない有権者の受け皿として「地域政党」の台風が吹き荒れています。その地域政党を中心に、橋本大阪府知事が提唱する大阪都構想、新潟県と新潟市が合併しての「新潟州構想」、そして愛知県では河村名古屋市長と大村愛知県知事がタッグを組んで、愛知県と名古屋市が一体化して、唯一の司令塔が行政運営にあたる「中京都構想」が提唱されています。しかし、注目され、関心が高い割にはその具体的な中身は不明のままで、むしろ、これから中身が詰められていくようです。
しかし、我が東三河には平成5年からの地道な積み重ね、平成19年からの「東三河広域協議会」での刻んだ歴史があります。大村愛知県知事は来春には東三河県庁機能をもたせようと、すでに東三河担当副知事も決めているわけですから、広域連携も次の段階として、「共同して広域政策を遂行できる一体性の高い新たな広域体制」づくりに向かうことになりますから、その将来像を「東三河都」構想として、佐原市長が大きくまとめあげられたらどうかと考えます。それこそが何よりの「シティプロモーション」ではないかと考えます。
　なお、平成の大合併が一区切りした今、改めて「合併」について考えると、行政の効率化、財政の平準化を重点にするのでなく、住民の「生活の都づくり」のためにどうあるべきかを最優先に取り組まないと、都市部と山間部の一体的発展には困難を要するという事が、浜松市や、豊田市の合併以後を調査すれば一目瞭然です。
いずれにしても、佐原市長の登場は「東三河政令市実現」へ向けた市民の熱い思いがバックにあったはずですし、それが民意だったと思います。それだけに、「連携事業の強化」、そして、「東三河広域協議会による政令市ビジョンの策定」、「民間推進組織の設立支援」、そして「政令市実現へのスケジュール化」という市民との約束に向かって、そのプログラムを懸命に走らせていただきたいと期待するものです。
そのためにも、設楽ダムと三河港をそのキーワードとして位置付け、都市部と山間部との共存という大きな課題克服に向かっていただきたいと考えます。
　次に、「Ⅱ、希望ある豊橋へ」、市長は①医療・福祉の約束、②安心・安全の約束、③環境都市の約束を挙げられ、基本構想では「健やかに暮らせるまちづくり」、「環境を大切にするまちづくり」、「安心して暮らせるまちづくり」を「まちづくりの大綱」で示しています。
新年度予算では障害福祉サービス等の充実や障害者施設整備に対する助成などに意を注ぎ、長年の課題でありました、高山学園の整備、そして何よりも豊橋における「特別支援学校の新設」に向けて、その準備に取り掛かる第一歩を踏み出される、その決断を高く評価するものです。
また新年度から取り組まれる予防接種－小児用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチンについては3月24日に開催された、医薬品等安全対策部会安全対策調査会及び子宮頸がん等ワクチン予防接種後副反応検討会合同会議における「小児用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチンの安全性の評価結果について」のとりまとめを受けて、厚生労働省から「４月冒頭の接種再開に向けて,自治体や関係機関と調整、準備をはじめる」方針が示されましたことも申し添えさせていただきます。
　我々は一人一人が引き離され、孤立を深めている無縁社会に歯止めをかけて「支えあう社会へ、新しい福祉」を提唱しています。
自助・共助・公助・・人々がもっと支えあうことができれば、地域は再生され、魅力ある輝きを取り戻すと確信し、地域の仕組みや制度を見直す、新しい取り組みの必要性を訴えています。そのキーワードは地域包括支援センターであると位置付けています。
その地域包括支援センターに認知症担当を1名配置し相談機能充実を図り、12のサブセンターに3職種の常勤職員を配置し、二次予防事業対象者への訪問活動体制の強化に踏み出されることに期待します。

　また、豊橋環境モデル都市事業の推進については、緑のカーテン事業の拡大に努められ、電気自動車や、電動バイク購入等補助金、あるいは剪定枝（せんていし）リサイクル施設がいよいよ具体化され、新規最終処分場が供用開始されます。一般質問でも申し上げましたが、530運動発祥の地にふさわしいごみ行政、環境行政を強く望むものであります。
　三遠南信のパートナーである飯田市が展開した「環境モデル都市飯田」の全面広告のことを予算委員会で取り上げましたが、「信州の小京都に未来の息吹」とサブタイトルで説得力ある環境施策でアピールしています。豊橋の産業プロモーションも全体をコーディネイトするストーリ性と貫くコンセプトを明確にした取り組みを強く要望するものでもあります。
　Ⅲ、たくましい豊橋へ、市長は①基盤整備の約束、②産業の顔づくりの約束、③人にやさしい交通手段の約束をかかげ、基本構想では「活力と魅力にあふれたまちづくり」を挙げられています。

新年度予算では、うずら卵消費拡大推進事業、豊橋産農産物ブランド化の推進、新農業の推進、環境と安全に配慮した農業の推進などの新規事業に取り組まれ、従来のバイオマスタウン構想、食農産業クラスター推進事業、ＩＴ農業などなどプランプランです。これらをどのようにコーディネイトし、豊橋の産業の顔として位置付けていくのか。行く手にはＴＰＰ問題があり、ウズラや養鶏の鳥インフルエンザ問題も予断を許しません。

　豊橋の産業を、グローバルな視点でとらえ、ポートセールスを通じて南通や香港などの東アジアの現況をとらえ、そして日本の、三遠南信での立ち位置を確認し、豊橋の成長産業をどう構築するか、「市長力」が問われていきます。

　「Ⅳ、誇りある豊橋へ」では②教育力向上の約束を挙げられています。「大学を大切にするまちづくり」を挙げられていますが、技科大、愛大、創造大の英知をいかに市民の経済に生活に組み入れていくのか。新たなる豊橋活性化の扉を開いていくのか、その仕組みづくりが重要です。
また、新年度からは新学習指導要領が小学校で全面実施されます。英語学習が必須科目となりますが、「英語特区」で先行されてきた蓄積を生かし、豊橋っ子の可能性を大いに引き出していただきたいと思います。
「Ⅴ、新たな行政へ」では①いきいきとした市役所づくり、②ムダのない市役所づくりを挙げておられますが、そのための人材戦略を磨きに磨いていただきたいと思いますし、新年度から27年度に向けての「豊橋市行財政改革プラン」も始まりますが、234億円余の歳出の抑制への取り組みがなかなか市民にはわかりません。いかにして改革の「見える化」に意を注ぐのか取り組んでいただきたいと考えます。
　以上、　いくつか申し上げましたが、市長が残された1年半で何をどこまで形あるものにされるのか。また議会はどこまで市長が市民との約束を果たすべく、質していくのか。今後、一市民として厳しく見つめさせていただきます。

東日本では、いまでも不明の家族を探す多くの人々が震災地をさまよっています。18万人ものエンドレスな避難生活にも疲れも見え、せっかく大津波から逃れても避難所で亡くなっていく高齢者も後を絶ちません。そして、何よりも原子力と人間との懸命な戦いが続けられています。
東北の高齢化社会を大災害が襲いました。海や山のふもとの癒される風景に囲まれた介護施設が大惨事に巻き込まれました。そして、とっさに動けない介護老人が無念の最期をとげられました。また、下校時間と重なった子供たちが、先生たちの必死の救出も及ばず、大津波の中に消えていきました。東京では帰宅困難者で各駅があふれました。
また、原子力発電所がその機能失った時、影響は広範囲に、様々な問題に波及することも見逃せません。豊橋市の防災計画も大幅な見直しは急務です。
また、復興作業にいち早く取り組まなければならない時に、公共工事の激減で地域の建設業者には重機やオペレーターがなく、「災害対応力」が弱体化している現実も浮き彫りになりました。ちなみに豊橋市と東三建設業協会との間で「災害時における応急対策業務」に関する協定が平成11年から締結されていますが、東三建設業協会の会員数は平成11年には91社であったのが、平成22年度末では54社と60％に落ち込んでいる実態も申し添えておきます。
そうした中で、我々は新年度予算を議決していくわけですが、未曾有の大震災からの復興のために、私たちは何ができるのか、豊橋市は何ができるのか。このことは明日、明後日のことではありません。復興への道のりは気が遠くなるほどの壮絶な時間を要します。そのために、基本構想も、基本計画も、新年度予算も大きく変更せざるを得ないことが想像されます。
それでも「基本構想」の基本理念「ともに生き、ともにつくる」は不変であり、「輝き支えあう水と緑のまち・豊橋」という将来都市像は変わるものではありません。全力で、東北・関東の震災地を応援し、新たな復興に向けて、豊橋も支えあって、ともに生き、ともに作る新たな歴史を刻んでいくとき、その向こうに「誇りある豊橋」の展望が開けてくるのかもしれません。
　最後に、今期で退職される総務部長、上下水道局長、消防長をはじめ多くの職員の皆様に心から感謝申し上げます。
　また、今や、地方議会の在り方が様々に問われ、地方議会は変革期を迎えています。なさねばならぬ議会改革は山積みです。市議会議員選挙を経て、新しいメンバーで、開かれた議会、市民とともに歩む議会はどうあるべきかに大胆に挑戦していただきたいと思っています。
　以上で、公明党豊橋市議団を代表しての討論とさせていただき、私の24年間の議会活動を締めくくらせていただきます。
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